
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [320,190円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [91.8]

類似団体内順位

[ 56/121 ]

全国市平均

97.4
全国町村平均

93.5
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

100.4

72.1

92.5 91.8

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [18.78人]

類似団体内順位

[ 45/121 ]

全国市町村平均

8.00
福島県市町村平均

8.01

(人)

70.00

60.00

50.00

40.00

30.00

20.00

10.00

0.00

56.49

8.10

19.48 18.78

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.4%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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将来負担の健全度

類似団体平均

葛尾村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　財政力指数は、前年度と同値となった。本村は、元々農林業が主な産業で、税収のアップにつながる法人等が少なく自主
財源が乏しい。さらに、近年、景気の低迷、農産物価格の下落等による個人所得の減収が、税収減の要因になっている。今
後も課税客体の把握、適正課税、徴収率の向上に努め財政基盤の強化を図る。
【経常収支比率】
　経常収支比率の中で、特に公債費の増加により類似団体平均を大きく上回っている。これは、平成７年度から平成１３年度
までの普通建設事業に充てた地方債の償還時期を迎えたことが要因とみられる。限られた経常一般財源の中で経常収支
比率を抑制するために、Ｈ１４年度から経常経費の削減に取り組んでいるが、公債費のピークが平成１８年度で、高い状況
（３億円台）が平成２１年度まで続くことから、今後も、「葛尾村集中改革プラン」に基づき、事務事業及び組織機構等の見直
しを含め、人件費、物件費、補助費等の更なる抑制に努める。
【実質公債費比率】
　実質公債費比率は、類似団体平均を上回っている。平成２１年までこのような状況が続く見込みであるが、平成１５年度か
ら地方債発行限度を設定し抑制に努めてきたことから、平成２２年度以降は低下する見込みであり、引き続き集中改革プラ
ンに基づき計画的な地方債の発行に努める。

【人口１人当り地方債現在高】
　人口１人当たり地方債現在高は、類似団体平均を若干下回る水準である。平成１５年度から起債限度額を概ね１億円と設定
し抑制してきている。平成２２年度以降地方債残高が減少する見込みであり、引き続き集中改革プランに基づき計画的な地方
債の発行に努める。
【ラスパイレス指数】
　ラスパイレス指数は、類似団体平均を若干下回る水準である。今後も集中改革プランに基づき給与の見直しを行い、適正な
水準を維持するように努める。
【人口1,000人当たり職員数】
　人口1,000人当たり職員数は、平成１４年度から退職による欠員補充を行わず新規採用の抑制及び事業実施期間毎の人員
配置の適正化等により、結果的に類似団体平均を下回っている。今後は、集中改革プランにおける目標値（定数４０から定数３
５）を基準としながらも職員構成のバランスを考慮しつつ、より適切な定員管理に努める。
【人口１人当り人件費・物件費等決算額】
　人件費及び物件費については、平成１４年度から財政健全化対策の一環として抑制に努めてきており、人件費については成
果がみられたいるが、物件費については、国土調査事業により類似団体平均を上回っていると思われる。国土調査事業は平
成２１年度で完了する見込みであり 平成２２年度以降は下がる見込みである


